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1. 事業内容 

1.1 対象者 

基本報酬の 0.1％特例の対象としていた、神奈川県内の介護サービス事業所・施設 

（以下、「事業所・施設」という） 

 

区分 対象事業所・施設 

訪問系サービス事業所 訪問介護事業所 

訪問入浴介護事業所 

訪問看護事業所 

訪問リハビリテーション事業所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

夜間対応型訪問介護事業所 

居宅介護支援事業所 

居宅療養管理指導事業所 

通所系サービス事業所 通所介護事業所 

地域密着型通所介護事業所 

療養通所介護事業所 

認知症対応型通所介護事業所 

通所リハビリテーション事業所 

短期入所系サービス事業所 短期入所生活介護事業所 

短期入所療養介護事業所 

多機能型サービス事業所 小規模多機能型居宅介護事業所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

入所施設・居住系サービス事業所 介護老人福祉施設 

地域密着型介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護医療院 

介護療養型医療施設 

認知症対応型共同生活介護事業所 

特定施設入居者生活介護事業所 

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 

※１ 事業所・施設について、令和３年 10 月から 12 月までの間に指定等を受け 

ているものであり、休業中のものを含む。 

 

※２ 各介護予防サービスを含むが、介護サービスと介護予防サービスの両方の
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指定を受けている場合は、介護サービスの種別（7～8 ページ「基準単価表」の

1～56）により助成する。 

 

※３ 介護予防・日常生活支援総合事業（指定サービス・介護予防ケアマネジメン

ト）を実施する事業所は、通所型は通所介護事業所（通常規模型）と、訪問型

は訪問介護事業所と、介護予防ケアマネジメントは居宅介護支援事業所と同じ

とするが、介護サービスと総合事業の両方の指定を受けている場合は、介護サ

ービスの種別（7～8 ページ「基準単価表」の 1～56）により助成する。 

 

※４ 以下に掲げる医療系の事業所・施設であって、令和３年度新型コロナウイル

ス感染症感染拡大防止継続支援補助金(サービス種別により６万円～10 万円ま

で)の交付を受ける場合は、本事業の対象としない。 

・病院又は診療所である通所リハビリテーション事業所 

・介護療養型医療施設、療養病床を有する病院又は診療所である短期入所療養介   

護事業所 

・訪問看護事業所 

・病院又は診療所である訪問リハビリテーション事業所 

・居宅療養管理指導事業所 

・介護療養型医療施設 

 

     ＊参考：厚生労働省ＨＰ 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止継続支援補助金 電子申請フォーム 

（下記で申請している場合は、本事業の対象とならない） 
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1.2 対象経費 

 令和３年 10 月１日～12 月 31 日の期間に購入した、感染予防のために使用する以下に記

載の衛生用品及び備品が補助対象となります。 

 

（１）衛生用品 

・マスク（N95、サージカル、不織布、 

布、ウレタン等を含む） 

・手袋 

 

・消毒液 

 

・消毒綿、除菌シート、ウェット 

ティッシュ（身体用、物品用を含む）  

・石けん、ハンドソープ 

 

・フェイスシールド 

 

・ガウン、エプロン ・ゴーグル ・防護服 

・シューズカバー ・ヘアーキャップ ・使い捨て食器 

・ペーパータオル、キッチンペーパー ・ごみ袋 ・ブルーシート 

 ※ いずれも、感染予防のために使用した場合に対象となります。 

 

（２）感染症対策に要する備品 

・パーテーション ・パルスオキシメーター 

 ※ 体温計、空気清浄機など、その他の備品は対象外です。 

 

 

1.3 補助金額 

・ 7～8 ページ「基準単価表」で算定される金額が、各事業所・施設ごとの上限額とな 

ります。（対象経費の積算が上限額に達した場合は、それ以上の内訳の計上は不要です。） 

・ 基準単価は、令和３年 10 月から 12 月の対象期間全体を通じての上限額です。 

・ 事業所・施設ごとに、基準単価と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を補

助金額とします。 

・ 消費税については対象経費に含まれません。申請の際は税抜き価格で申請してくださ

い。 

・ 千円未満の端数は切り捨てます。 

・ 複数の事業所・施設等を有する法人等は、神奈川県内に所在する事業所・施設等につ

いて、一括して申請してください。 
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1.4 申請額の算定及び交付申請（兼実績報告） 

・ 申請時点で支出済みの費用が対象となります。令和３年 10 月１日～12 月 31 日の期

間に発注し、１月に納品され支払った費用も対象となります。 

・ 必ず領収書等の証拠書類の保管や実施記録を整備してください。 

・ 本補助金については、申請書兼実績報告書により交付申請と実績報告を兼ねることと

します。 

 

1.5 申請受付期間 

・ 令和４年１月４日（火）～令和４年２月 28 日（月） 
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 対象事業所・施設 
基準単価

（円） 
単位 

1 

通所介護事業所 

通常規模型 10,000 

/事業所 

2 大規模型（Ⅰ） 15,000 

3 大規模型（Ⅱ） 20,000 

4 地域密着型通所介護事業所（療養通所介護事業所を含む） 10,000 

5 認知症対応型通所介護事業所 10,000 

6 
通所リハビリテーション事業

所 

通常規模型 10,000 

7 大規模型（Ⅰ） 15,000 

8 大規模型（Ⅱ） 20,000 

9 短期入所生活介護事業所 10,000 

10 
短期入所療養介護事業所 

定員 20 人以下 5,000 

11 定員 21 人以上 10,000 

12 

訪問介護事業所 

訪問回数 1,200 回以下 10,000 

13 
訪問回数 1,201 回以上 

2,000 回以下 
15,000 

14 訪問回数 2,001 回以上 20,000 

15 訪問入浴介護事業所 10,000 

16 訪問看護事業所 10,000 

17 訪問リハビリテーション事業所 5,000 

18 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 10,000 

19 夜間対応型訪問介護事業所 10,000 

20 居宅介護支援事業所 10,000 

21 居宅療養管理指導事業所 5,000 

22 小規模多機能型居宅介護事業所 10,000 

23 看護小規模多機能型居宅介護事業所 10,000 

24 

介護老人福祉施設 

定員 39 人以下 30,000 

/施設 

25 定員 40 人以上 49 人以下 40,000 

26 定員 50 人以上 69 人以下 50,000 

27 定員 70 人以上 89 人以下 60,000 

28 定員 90 人以上 70,000 

29 
地域密着型介護老人福祉施設 

定員 19 人以下 10,000 

30 定員 20 人以上 20,000 

基準単価表 
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31 

介護老人保健施設 

定員 39 人以下 30,000 

/施設 

32 定員 40 人以上 49 人以下 40,000 

33 定員 50 人以上 69 人以下 50,000 

34 定員 70 人以上 89 人以下 60,000 

35 定員 90 人以上 70,000 

36 

介護医療院 

定員 29 人以下 30,000 

37 定員 30 人以上 39 人以下 40,000 

38 定員 40 人以上 49 人以下 50,000 

39 定員 50 人以上 69 人以下 60,000 

40 定員 70 人以上 70,000 

41 

介護療養型医療施設 

定員 29 人以下 30,000 

42 定員 30 人以上 39 人以下 40,000 

43 定員 40 人以上 49 人以下 50,000 

44 定員 50 人以上 69 人以下 60,000 

45 定員 70 人以上 70,000 

46 認知症対応型共同生活介護事

業所 

定員 14 人以下 10,000 

47 定員 15 人以上 15,000 

/事業所 

48 

特定施設入居者生活介護事業

所 

定員 19 人以下 10,000 

49 定員 20 人以上 39 人以下 20,000 

50 定員 40 人以上 59 人以下 30,000 

51 定員 60 人以上 69 人以下 40,000 

52 定員 70 人以上 89 人以下 50,000 

53 定員 90 人以上 99 人以下 60,000 

54 定員 100 人以上 70,000 

55 地域密着型特定施設入居者生

活介護事業所 

定員 19 人以下 10,000 

56 定員 20 人以上 20,000 

※ 通所介護及び通所リハビリテーションの事業所規模は、介護報酬上の規模区分であり、

補助金の申請時点で判断すること。 

※ 訪問介護の訪問回数については、令和３年 10 月の１か月における身体介護、生活援助

及び通院等乗降介助の合計数で判断すること。 

※ 短期入所療養介護、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護医療院、介護療養型医療施設及び認知症対応型共同生活介護事業所の定員につい

ては、補助金の申請時点で判断すること。  
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1.6 申請方法 

神奈川県国民健康保険団体連合会（以下、「国保連」という）の「電子請求受付システ

ム」やインターネット環境への対応状況等によって、申請方法が異なります。 

 

＜申請方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜次のケースは、県に申請を行ってください＞ 

 

○ 国保連に電子媒体又は紙で介護報酬を請求している事業所・施設 

○ 国保連に登録されている口座が債権譲渡されている事業所・施設（※） 

 

※【債権譲渡されている事業所・施設】 

  「ファクタリングサービス」「介護報酬早期資金化サービス」等の利用により、国保

連から法人口座に対して直接介護報酬が支払われていない事業所・施設。 

【債権譲渡が行われているか分からない場合】 

  債権譲渡している場合、国保連からの介護報酬の支払い通知に口座情報が印字され

ないため、介護報酬の支払い通知により債権譲渡の有無を確認してください。 

国
保
連
の
電
子
請
求
受
付
シ
ス
テ
ム
で
介
護
報
酬
を
請
求
し
て
い
ま
す
か
？ 

ア 国保連への電子申請 

（電子請求受付システムによ

るインターネット申請） 

はい 

いいえ 

※インターネット環境が全く使用できない等、

やむを得ない事情によりどうしても電子申請が

できない場合は、紙で県に申請してください。 

イ 県への電子申請 

(e-kanagawa 電子申請システ 

ムによる申請） 
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1.7 事業の流れ 

 

 事業所・施設  
国保連又は県 

 支援対象事業 申請手続き  

10
月
１
日
～
12
月
31
日 

令
和
３
年 

 

   

   

   

 
 

 

   

   

１
月
４
日
～
２
月
28
日 

令
和
４
年 

 

 

 

 

２
月
～
３
月 

  
 

 

 

 
 

 

  

 

 
 

 

  

  

  

事業の実施～ 

事業の完了 

 

衛生用品、 

感染対策備品 

の購入(発注) 

 

 

申請書(兼実績報告書) 

の作成、提出 

 

 

書類審査 

書類補正 

交付決定通知書の

送付 

補助金の支払い 
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2. 交付申請（兼実績報告）の手続き 

2.1 申請者・申請方法・申請受付期間について 

（１） 申請者（原則、法人一括申請） 

・ 原則として、神奈川県内の事業所・施設を運営する法人ごとに一括して申請して

ください。（なお、事業所・施設ごとの申請も可能です。） 

・ 同一法人の異なる事業所番号の事業所・施設や、同一事業所番号で複数のサービ

スを行う事業所・施設の申請を取りまとめて申請してください。 

・ 他都道府県内の事業所については、所在する都道府県へ申請してください。 

 

（２） 申請方法 

ア インターネットからの申請書等の入手 

 「介護情報サービスかながわ」のＨＰから申請書兼実績報告書（Excel ファイル）

（以下、申請書という）等をダウンロードしてください。 

 

〇感染防止対策支援事業（介護分）※0.1%特例に代わる補助金 

（介護情報サービスかながわ） 

https://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=1108&topid=28 

 

【申請書等の構成】 

 

 

（【県へ申請する場合のみ】口座振込申出書、口座確認書類）※３ 

 

※１ 複数の都道府県に事業所を有する法人の場合は、都道府県単位でとりまとめを行  

うこと 

※２ 同一事業所番号で複数サービス（神奈川県内に限る。）を行う場合は、当該事業所    

において提供サービスごとに１枚作成すること 

※３ 国保連（電子請求受付システム）ではなく県へ申請する場合は、口座振込申出書

及び口座確認書類の写し（通帳の表紙裏の見開きページの写し）を提出すること 

 

 

イ 申請書等の作成 

  16 ページ「2.3 入力から申請までの手順」に沿って申請書等に必要事項を入力

してください。 

ⅰ 様式１ 総括表【法人単位で１枚】※１ 

ⅱ 様式２ 事業所・施設別申請額一覧【法人単位で１枚】※１ 

ⅲ 様式３ 事業所・施設別個票【事業所ごとに１枚】※２ 

申請書（Excel） 
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ウ 国保連の電子請求受付システムでの申請 

 事業所・施設のうち、介護報酬をインターネット請求（伝送による請求）で請求 

している事業所・施設等においては、申請書に必要事項を記載の上、国保連の「電 

子請求受付システム」により申請してください。 

（介護報酬をインターネット請求で請求していない事業所・施設は、14 ページ「エ  

県への電子申請」により申請してください。） 

 

〇国保連 電子請求受付システム 

（URL：http://www.e-seikyuu.jp/） 

 

「電子請求受付システム」に、介護報酬請求で使用している ID・パスワードによ

りログインしたうえで、本補助金の申請用ページから申請書（Excel ファイル）を

アップロードしてください。 

 

【留意事項】 

 ・ 代理人のユーザ ID による申請はできません。請求業務を代理人に委任してい

る事業所についても、事業所のユーザ ID により申請を行ってください。 

 ・ 請求ソフトは不要です。 

・ 申請書のアップロードの際、電子証明書は不要です。 
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＜国保連「電子請求受付システム」による申請手続きの流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
申請書を作成し、【助成金申請】
画面に申請書をアップロードし
ます。 
申請書は、２月 28 日の締め切り
日まで、変更、または取り下げる
ことができます。 

 
申請は３月１日 0 時に締め切られ
ます。締め切り後、申請書は[前月
までの助成金申請履歴]から確認で
きます。 
[前月までの助成金申請履歴]に表
示されている申請書を取り下げる
ことはできません。 
 

 
申請が正常に処理されると、1 月
申請分は３月２日、2 月申請分は
３月 31 日に支払通知が届きま
す。 
支払通知は、対象のお知らせの
【お知らせ表示】画面に添付ファ
イルとして登録されます。 

1 月４日～２月 28 日 

助成金 

３月 2 日・31 日 
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エ 県への電子申請 

  国保連にインターネット請求ではなく電子媒体又は紙で介護報酬を請求してい

る事業所・施設や、国保連に登録されている口座が債権譲渡（※）されている事業

所・施設は、申請書等に必要事項を記載の上、「e-kanagawa 電子申請システム」に 

より申請してください。 

 

※債権譲渡されているか分からない場合 

債権譲渡されている場合、国保連からの介護報酬の支払通知に口座情報が印字 

されないため、介護報酬の支払通知により債権譲渡の有無を確認してください。 

 

〇e-kanagawa 電子申請システム 申請ページ 

 （URL） 

https://dshinsei.e-kanagawa.lg.jp/140007-

u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=26553 

 

「e-kanagawa 電子申請」の本補助金の申請用ページから「申請書（Excel ファイ

ル）」「口座振込申出書（Excel ファイル）」「口座確認書類の写し（通帳の表紙裏の

見開きページの写し）（PDF ファイル等）」の３点をアップロードしてください。 

 

オ やむを得ない事情によりどうしても県への電子申請ができない場合 

県への電子申請が必要な事業所・施設のうち、インターネット環境が全く使用で

きない等やむを得ない事情によりどうしても県の電子申請システムの利用ができ

ない場合は、印刷した申請書等を次ページの宛先に郵送で提出してください。 

 

【紙の申請書の入手】 

・ 申請書を印刷できない事業所・施設は、あらかじめ宛先を記入した返信用封

筒に 84 円分の切手を貼付の上、県に申請書等の送付依頼をお送りください。

紙の申請書等を封入して返送します。 

・ 送付依頼には、日中連絡可能な電話番号を記載してください。 

・ 返信用封筒・切手が同封されていない場合、申請書をお送りすることはでき

ませんのでご承知おきください。 

 

〇紙の申請書 送付依頼先 

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通 1  

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 感染防止対策支援事業担当 
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【紙申請の留意事項】 

・ 必要事項を記入した申請書（様式１～３全て）、口座振込申出書及び口座確認

書類の写し（通帳の表紙裏の見開きページの写し）を同封して、次ページの宛先

に郵送してください。本補助金に関係のない書類は同封しないでください。 

・ 送付する際は、次ページの例のように封筒の表面に｢感染防止対策支援事業(介     

護分)申請書在中｣と朱書きしてください。 

・ 申請に当たっては、特定記録郵便など記録が残る方法での郵送を推奨します。 

 

〇申請書 郵送提出先（紙の申請書 送付依頼先） 

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通 1  

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 感染防止対策支援事業担当 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 申請受付期間 

ア 国保連への申請 

 国保連による受付は、当該受付期間に到着した分について、県における審査・

交付決定を経て、原則として、１月申請分は令和４年３月２日（水）、２月申請分

は３月 31 日（木）に国保連から各事業所・施設等に対し支払われます。 

【受付期間】令和 4 年１月４日（火）から２月 28 日（月）まで 

 

イ 県への申請 

   当該受付期間に到着した分について、県における審査・交付決定を経て、令和

４年３月以降に県から各事業所・施設等に対し支払われます。 

なお、県への申請についても、国保連への申請と受付期間は同じです。 

【受付期間】令和 4 年１月４日（火）から２月 28 日（月）まで（消印有効） 

 

 

 

 

 

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通 1 

神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 

 感染防止対策支援事業担当 

封筒(例) 

感染防止対策支援事業(介護分)申請書在中 
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2.3 入力から申請までの手順  

次のページの作業フローに従い、申請書に必要事項を入力してください。 

同一法人で神奈川県内に複数の事業所・施設を有する場合は、法人本部が各事業所・

施設の様式を取りまとめたうえで、国保連（又は県）に申請を行ってください。 

 

※ 申請書の各様式をシステム処理したうえで補助金の交付決定や支払いを行うため、

行削除、追加など、本マニュアルにない変更・加工は絶対にしないでください。 

 

※ なお、パソコン等電子媒体への入力を前提に記載していますが、やむを得ない事

情により紙に手書きする場合についても、本作業フローに準じて、申請書等に漏れ

なく記入してください。 
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作業フロー 

手順 事業者（法人本部）の作業 各事業所の作業 

1 申請書（Excel ファイル）を各事業所に配布し、個票のシートに必要
事項を入力するよう依頼する。 

 

2  
個票シートの着色セルに必要事項を入力
（誓約事項・口座情報については左側の回
答欄にチェック）し、事業者（法人本部）
へ返送する。 

3 各事業所から回収した個票の入力内容に相違ないこと、 
各事業所の所在地が神奈川県であることを確認する。 

 

4 

 
各事業所の個票のシート名を「個票●」（●は１からの通し番号）に
修正したうえで、一つの Excel ファイルに集約する。 
 

  

 

5 （申請額一覧シート）に全事業所分が正しく反映されていることを確
認する。 

 

6 
（個票●シート）及び（申請額一覧シート）の内容が、（総括表シー
ト）の申請内容欄に正しく反映されていることを確認したうえで、 
総括表シートの着色セルに申請者情報を入力する。 

 

7 Excel ファイル名を（個票１シート）に記載の事業所の事業所番号に
変更する。 

 

8 

① 国保連（電子請求受付システム）への電子申請の場合 
・電子請求受付システムに Excel ファイルをアップロードして申請 
 
② 県への電子申請の場合 
・県ＨＰから電子申請システムに Excel ファイルをアップロードして
申請 
 
③ やむを得ない事情によりどうしても電子申請ができず、県へ紙
（郵送）で申請する場合 
・印刷した各様式を県に郵送して申請 
 
＊②③の県への申請の場合は、申請書とともに口座振込申出書及び 
口座確認書類の写し（通帳の表紙裏の見開きページの写し）を提出す
ること。 

 

（例） 
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様式１ 総括表 

 

 

 

（様式１）総括表

　　令和 年 月 日

殿

　標記について、次のとおり申請します。

（郵便番号 ‐ ）

申請内容

1 通所介護事業所（通常規模型） 円

2 通所介護事業所（大規模型（Ⅰ）） 円

3 通所介護事業所（大規模型（Ⅱ）） 円

訪問介護事業所

12 （訪問回数1,200回以下） 円

13 （訪問回数1,201回以上2,000回以下） 円

14 （訪問回数2,001回以上） 円

介護老人福祉施設

26 （定員50人以上69人以下） 円

27 （定員70人以上89人以下） 円

28 （定員90人以上） 円

56 （定員20人以上） 円

円

円

通
所
系

・
・

・

・
・

・

・

・
・

0

…

・
居
住
系

申
　
請
　
者

1714

所在地

連絡先

法人代表者の職・氏名

申請に関する担当者

社会福祉法人　神奈川福祉会

シャカイフクシホウジン　カナガワフクシカイ

横浜市中区日本大通１

主任

理事長

045-210-1111

神奈川　花子

神奈川　太郎

kanagawa@***.ne.jp

氏　　名

氏　　名

0

訪
問
系

0 か所

か所

0

申請額事業所･施設数

0

0

0

か所 0

0 か所 0

1 か所 15,000

0 か所

00 か所

神奈川県知事

1 か所 70,000

1 か所 70,000

電話番号

職　　名

職　　名

フリガナ

法人名

か所

E-mail

231 8588

0

か所2 85,000

介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業

令和３年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業

（介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業）補助金申請書兼実績報告書

0 か所 0

小　　計

合　　計

本事業の申請に当たっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がいないことを誓約します。
申請後に、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者がいないことを確認するため、県からの求め

があった場合は確認に必要な個人情報の提出に応じ、情報を神奈川県警察本部に照会することについて、

代表者及び役員全員が同意しています。

総括表（様式１） ※手順７ 

事業所で記載が必要な項目 自動的に出力される項目 

エクセルの欄外右側にある注釈も確認しながら、 

着色セルに入力してください。 

申請内容欄には、申請額一覧（様式２）の申請額を 

1～56 の各サービス種別単位で集計した金額が自動 

入力されます。 

正しく反映されているか確認してください。 
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様式２ 申請額一覧 

 

 

 

 

 

 

  

（様式２）事業所・施設別申請額一覧

（単位:円）

No. 事業所・施設名
介護保険
事業所番号

サービス種別 電話番号 住所 代表となる法人名 基準単価(a) 所要額(b) 申請額(c)
審査結果

（都道府県記入）

1
特別養護老人ホーム

神奈川
1434567890

介護老人福祉施設

（定員90人以上）
045-210-1111

横浜市中区

日本大通１

社会福祉法人
神奈川福祉会

70,000 80,000 70,000

2
訪問介護事業所

神奈川
1498765432

訪問介護事業所

（訪問回数1,201回

以上2,000回以下）

045-210-****
横浜市中区

日本大通２

社会福祉法人
神奈川福祉会

15,000 25,000 15,000

3

4

5

○各行には、各事業所の個票（様式３）の情報が自動的に入力されます。 
 
○全事業所分（個票１、個票２…）が正しく反映されているか確認してください。 

申請額一覧（様式２） ※手順６ 
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様式３ 個票 

 

 

 

 

 

  

(様式３）事業所・施設別個票

フリガナ

事業所・施設の名称

サービス種別 人

（郵便番号 ‐ ）

連絡先 電話番号 E-mail

管理者の氏名

＜積算内訳＞

○

○

○

○

○

合計 80,000

神奈川　次郎

手袋 50,000

事
業
所
・
施
設
の
状
況

介護保険事業所番号

1434567890

介護老人福祉施設（定員90人以上） 回

基準単価 所要額

事業所・施設の所在地

kanagawa@***.ne.jp

横浜市中区日本大通１

品目（マスク等）

マスク（N95、サージカル、不織布、布、

ウレタン等を含む）

所要額(円)

訪問

回数
100

30,000

5,000枚

特別養護老人ホーム　神奈川

80,00070,000 円

ﾄｸﾍﾞﾂﾖｳｺﾞﾛｳｼﾞﾝﾎｰﾑ ｶﾅｶﾞﾜ

231 8588

045-210-1111

定員

誓　約　事　項

円

債権譲渡されていない場合は、左欄に○を入れて下さい。

※債権譲渡されている場合、都道府県に申請して下さい。

○ ・病院又は診療所である通所リハビリテーション事業所

・介護療養型医療施設、療養病床を有する病院又は診療所である短期入所療養介護事業所

・訪問看護事業所　　・病院又は診療所である訪問リハビリテーション事業所　・居宅療養管理指導事業所　・介護療養型医療施設

口　座　情　報

　国保連合会に登録されている口座は債権譲渡されていない。

　国保連合会に登録されている口座情報を本事業の振込に使用することに同意する。

　サービス種別・申請金額等の申請内容に相違ない。

　以下に掲げる事業所・施設について、令和３年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止継続支援助成金の交付を受けていない。又は、
以下に掲げる事業所・施設ではない。

本事業は原則、国保連合会のシステムを活用した助成金の交付を予定しています。

（債権譲渡がある場合等を除く ）

　この助成金と対象経費を重複して、他の助成金を受けていない。

　この助成金に係る収入及び支出等に係る証拠書類を適切に整備保管する。

数量等

3,000枚

○「サービス種別」「品目（マスク等）」「誓約事項」「口座情報」はプルダウンから選択してください。

その他の項目は直接入力してください。 

 

○積算内訳の「所要額」には、対象経費の消費税抜きの実支出額を入力してください。 

 

○県申請の場合は、「口座情報」欄は○を選択せず、空欄で構いません。 

 

○全項目入力後、欄外右側の１番下に「国保連へ申請」または「都道府県へ直接申請」と表示されて

いることを確認してください。 

※「申請できません」と表示される場合は、誤り等がないか記載内容を再度確認してください。 

個票（様式３） ※手順２ 
エクセルの欄外右側にある注釈も確認しながら、 

着色セルに入力してください。 
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（県申請のみ）口座振込申出書 

 

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

役 氏

職 名

フ リ ガ ナ

住 所

2 3 1 ― 0 0 0 1

フ リ ガ ナ

0 1 2 3 4 5 6

フ リ ガ ナ

口 座 名 義 人

上記の口座に振り込まれるよう申し出ます。

神奈川県知事　殿

法人名　 社会福祉法人　神奈川福祉会

法人代表者職氏名　 理事長　神奈川　太郎

令和４年１月17日

（注１）通帳の表紙裏の見開きページの写し（口座名義人のカタカナ表記、金融機関名、
　　　　支店名、店コード、預金種目、口座番号を確認できるもの）を添付してください。

（注２）ゆうちょ銀行（金融機関コード：9900）については、通帳表紙を開いたページの
        銀行使用欄に記載されている受取口座情報を記載してください。

001

預金
種別

1.普通 口座番号

ﾌｸ)ｶﾅｶﾞﾜﾌｸｼｶｲ　ﾘｼﾞﾁｮｳ　ｶﾅｶﾞﾜ　ﾀﾛｳ

社会福祉法人　神奈川福祉会　理事長　神奈川　太郎

振込先口座

カナガワケンチョウギンコウ　ホンチョウシャシテン

金融機関

神奈川県庁
銀行・金庫・組

合
本庁舎

本店・支店・本所・
支所・出張所

金融機関コード 1111 支店番号

ヨコハマシナカクニホンオオドオリ

横浜市中区日本大通１－２－３

郵便番号

上3桁 下4桁

電話番号 045-210-1111

法人代表者名 理事長 神奈川　太郎

口座振込申出書
シャカイフクシホウジン　カナガワフクシカイ

法人名 社会福祉法人　神奈川福祉会

リジチョウ　カナガワ　タロウ

口座振込申出書 ＊県への申請の場合のみ提出（国保連申請の場合は不要） 

必ず口座確認書類の写し（通帳の

表紙裏の見開きページの写し）を

添付してください。 

ゆうちょ銀行の口座の場合は、 

記号・番号ではなく、通帳表紙を

開いたページの銀行使用欄に記載

されている受取口座情報（振込用

の店名・預金種目・口座番号）を入

力してください。 
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3. 交付決定、振込み 

3.1 交付決定 

・ 提出された申請書等について、県が内容を確認します。交付決定が行われた場合、

事業所・施設等（法人）に交付決定通知が送付されます。 

・ 本補助金の金額は、申請内容を確認し、各事業所・施設ごとに、サービス種別ごと

に決められた基準単価と、対象経費の実支出額とを比較して、少ない方の額を補助金

額として決定します。例えば事業所のサービス種別に誤りがあった場合などには、正

しい区分に基づき交付決定されるため、申請された金額と交付決定金額が異なる場

合があります。 

・ なお、申請書に不備がある場合や、国保連に登録されている口座が債権譲渡されて

いるにも関わらず国保連に申請した場合には、県が必要に応じ、事業所・施設等へ連

絡することがあります。 

 

3.2 振込み 

（１） 申請書を国保連に提出した場合 

１月申請分は令和４年３月２日（水）、２月申請分は３月 31 日（木）に介護報酬の

振込用に登録されている口座へ補助金が振り込まれます。支払通知は、電子請求受付

システム上で、国保連から事業所・施設等に振込日に送付されます。 

 

【通帳印字名】 カナガワケンコクホレン 

 

（２）申請書を県に提出した場合 

令和４年３月以降に、県から事業所・施設等の指定口座（口座振込申出書に記載さ

れた口座）へ補助金が振り込まれます。支払通知の送付はありません。 

【通帳印字名】 ケン）コウレイフクシカ 1393 

※なお、通帳印字数は銀行によって異なるため、一部省略される可能性があります。 

 

4. 証拠書類の保管 

本補助金に関する証拠書類（対象経費の領収書、口座振込結果等）は、交付決定日の

属する年度の終了後５年間保管してください。 

今後、県が現地で確認することがあります。また、会計検査等の際に確認を求められ

ることがあります。 

これらの際、証拠書類の原本が確認できないときは、補助金等の返還を求められる場

合がありますので、不備のないよう証拠書類を整理して、必ず保管してください。 
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5. お問い合わせ ※いずれも年末年始（令和３年 12 月 29 日～令和４年１月３日）は除く 

＜申請手続きに関すること＞ 

申請書の記入について聞きたい、どこに申請したらいいか分からない 等 
 

神奈川県新型コロナ感染防止対策支援補助金（介護・障害分）コールセンター 

（電話番号）0570ʷ666ʷ842 

（受付時間）平日 09 時 30 分～17 時 00 分 
 

<制度に関すること> 

本事業、補助金に関するご意見等 
 

厚生労働省 コールセンター 

（電話番号）03ʷ3595ʷ3535 

（受付時間）平日 9 時 30 分～17 時 30 分 
 

＜電子請求受付システムに関すること＞ 

国保連の電子請求受付システム（下図参照）の操作が分からない 

 
介護電子請求ヘルプデスク 

（電話番号）0570ʷ059ʷ402（音声ガイダンス後「２」を押下） 

（受付時間）【令和 3 年 12 月 15 日～令和３年 12 月 28 日】 

平日  10:00～20:00 

【令和 4 年１月４日～令和 4 年３月 31 日】 

平日  10:00～20:00 ／ 土日祝 10:00～17:00 
 

 

 申請に関するご案内、よくある質問について 

介護サービス事業所・施設における感染防止対策支援事業について 

（介護情報サービスかながわ） 

https://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=1108&topid=28 


